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上
海
・
浦
東
へ
の
進
出

　
機
械
金
属
系
の
中
堅
・
中
小
企
業
が
、
中
国
へ
の
直

接
投
資
に
集
中
し
た
の
は
１
９
９
１
〜
９
６
年
で
あ

る
。
こ
の
時
期
に
中
国
進
出
し
た
中
堅
・
中
小
企
業

は
、
中
国
の
事
情
に
不
案
内
で
あ
っ
た
こ
と
に
加
え
、

中
国
側
が
合
弁
方
式
を
事
業
認
可
の
条
件
と
す
る
姿
勢

を
示
し
て
い
た
こ
と
か
ら
、
多
く
の
日
本
企
業
は
中
国

企
業
と
の
合
弁
企
業
を
設
立
し
た
。

　
合
弁
企
業
は
、
い
ず
れ
合
弁
契
約
期
間
が
満
期
と
な

り
合
弁
契
約
を
更
新
す
る
か
、
解
消
す
る
か
を
選
択
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
双
方
共
に
事
業
継
続
を
求
め
る

場
合
、
大
き
な
問
題
は
生
じ
な
い
と
思
わ
れ
る
が
、
合

弁
事
業
を
解
消
し
よ
う
と
す
る
場
合
、
予
期
せ
ぬ
障
害

に
直
面
す
る
可
能
性
が
高
い
。

　
国
際
中
堅
企
業
と
し
て
活
躍
す
る
当
社
が
合
弁
事
業

解
消
に
お
い
て
、
ど
の
よ
う
な
対
応
を
見
せ
た
の
か
を

紹
介
す
る
。

　
後
藤
電
子
（
上
海
）
有
限
公
司
は
、
山
形
県
寒
河
江

市
に
本
社
を
置
く
後
藤
電
子
㈱
の
海
外
生
産
拠
点
の
一

つ
で
あ
る
。
後
藤
電
子
は
１
９
６
３
年
に
縫
製
業
か
ら

事
業
転
換
し
コ
イ
ル
製
造
業
を
創
業
し
て
い
る
。
県
内

に
複
数
の
生
産
事
業
所
を
展
開
し
た
が
、
80
年
代
中
盤

か
ら
人
手
不
足
に
悩
ま
さ
れ
、
ま
た
、
主
要
取
引
先
の

海
外
生
産
拠
点
の
配
置
に
対
応
す
る
必
要
性
も
感
じ
て

い
た
。

　
華
東
地
区
に
は
当
社
の
主
要
取
引
先
が
進
出
し
て
い

る
こ
と
か
ら
、
90
年
に
上
海
仁
和
後
藤
電
子
工
業
有
限

公
司
（
以
下
、
仁
和
後
藤
電
子
）
、
94
年
に
上
海
仁
和

後
藤
音
響
器
材
有
限
公
司
、
96
年
に
は
貿
易
・
物
流
会

社
の
後
藤
国
際
貿
易
（
上
海
）
有
限
公
司
、
01
年
に
後

藤
電
子
（
香
港
）
有
限
公
司
と
委
託
加
工
先
の
東
莞
黄

江
後
藤
電
子
廠
を
展
開
し
て
い
る
。
01
年
に
仁
和
後
藤

電
子
と
仁
和
後
藤
音
響
器
材
が
合
併
し
て
現
在
の
後
藤

電
子
（
上
海
）
有
限
公
司
と
な
っ
て
い
る
。

　
こ
う
し
た
海
外
事
業
展
開
に
よ
り
、
東
北
パ
イ
オ
ニ

ア
、
フ
ォ
ス
タ
ー
電
機
、
松
下
電
器
産
業
、
ソ
ニ
ー
、

富
士
通
の
国
内
お
よ
び
海
外
事
業
所
、
Ｊ
Ｂ
Ｌ
（
米

国
）
な
ど
と
の
国
際
取
引
を
行
っ
て
い
る
。

　
現
在
、
後
藤
電
子
（
上
海
）
有
限
公
司
は
日
本
独
資

企
業
と
な
っ
て
い
る
が
、
そ
の
前
身
は
90
年
７
月
に
浦

東
地
区
の
欽
洋
村
実
業
総
公
司
と
の
合
弁
で
設
立
し
た

仁
和
後
藤
電
子
で
あ
る
。
資
本
金
２
５
０
万
ド
ル
の
う

ち
中
国
側
の
出
資
比
率
51
％
は
土
地
、
建
物
の
現
物
出

資
で
あ
っ
た
。
浦
東
地
区
は
90
年
５
月
に
浦
東
新
区
と

な
り
、
仁
和
後
藤
電
子
は
新
区
で
最
初
の
合
弁
企
業
と

な
っ
た
。

　
そ
の
後
、
浦
東
新
区
開
発
が
急
ピ
ッ
チ
で
進
め
ら

れ
、

浦
大
橋
の
近
く
の
欽
洋
村
は
行
政
区
域
の
変
更

に
よ
っ
て
花
木
鎮
に
吸
収
さ
れ
、
さ
ら
に
一
帯
は
洋

鎮
と
な
っ
て
い
く
。
日
本
側
の
合
弁
パ
ー
ト
ナ
ー
で

あ
っ
た
欽
洋
村
実
業
総
公
司
は
消
滅
し
、
土
地
、
建
物

の
所
属
は
洋

鎮
に
移
る
こ
と
と
な
っ
た
。
村
の
合
弁

企
業
は
村
人
の
雇
用
を
創
出
し
財
政
に
大
き
く
貢
献
し

て
い
る
こ
と
か
ら
、
欽
洋
村
は
行
政
合
併
な
ど
し
た
く

は
な
い
と
い
う
事
情
に
あ
っ
た
。

合
弁
事
業
の
解
消
と
金
橋
輸
出
加
工
区
へ
の
移
転

　
し
か
し
、
上
級
政
府
の
決
定
に
は
逆
ら
え
ず
、
行
政

区
域
の
変
更
と
な
る
。
そ
こ
で
、
欽
洋
村
は
村
の
出
資

が
新
し
い
鎮
に
吸
収
さ
れ
る
こ
と
を
嫌
い
、
合
弁
事
業

を
解
消
し
て
出
資
分
を
村
人
で
分
配
し
た
い
と
希
望
し

た
。

　
日
中
双
方
で
弁
護
士
を
介
し
１
年
間
か
け
て
土
地
、

建
物
、
設
備
な
ど
の
資
産
評
価
を
行
い
、
合
弁
事
業
の

解
消
の
た
め
の
手
続
き
を
進
め
た
。
そ
の
結
果
、
総
資

産
は
３
、２
０
０
万
元
と
評
価
さ
れ
た
。
欽
洋
村
は
総

資
産
の
出
資
分
の
現
金
も
欲
し
い
の
だ
が
、
土
地
、
建

物
が
戻
れ
ば
合
弁
事
業
と
の
関
わ
り
は
な
く
な
る
。
そ

こ
で
さ
ら
に
、
合
弁
解
消
と
と
も
に
独
資
企
業
と
し
て

現
状
の
土
地
、
建
物
を
賃
貸
し
従
業
員
の
雇
用
を
引
き

継
ぐ
と
い
う
条
件
を
示
し
て
き
た
。

　
一
方
、
外
資
系
企
業
の
減
資
は
認
め
な
い
と
す
る
法

律
が
施
行
さ
れ
、
欽
洋
村
が
望
む
よ
う
な
合
弁
解
消
は

難
し
く
な
る
。
中
国
側
で
は
現
状
の
工
場
立
地
、
従
業

西
　
澤
　
正
　
樹

　
　
　
合
弁
解
消
に
お
け
る
見
事
な
対
応
　
〜 

後
藤
電
子 

〜

「
国
際
中
堅
企
業
」
の
登
場
（12）



亜細亜大学アジア研究所所報第125号 平成18年12月19日

7

員
、
設
備
を
維
持
す
る
場
合
を
除
く
、
と
す
る
特
例
を

用
意
し
欽
洋
村
の
要
求
が
成
立
す
る
条
件
を
作
っ
た
。

　
見
方
に
よ
れ
ば
、
あ
ま
り
に
も
中
国
側
の
要
求
ば
か

り
が
押
し
付
け
ら
れ
て
い
る
よ
う
に
も
思
え
る
。
日
本

側
は
合
弁
パ
ー
ト
ナ
ー
が
欽
洋
村
か
ら
洋

鎮
に
移
っ

た
と
し
て
も
、
現
状
で
事
業
を
継
続
で
き
れ
ば
よ
い
、

あ
る
い
は
、
企
業
を
解
散
し
新
た
に
別
の
場
所
で
合
弁

あ
る
い
は
独
資
企
業
と
し
て
も
よ
い
の
だ
が
、
後
藤
電

子
は
相
手
側
の
意
向
に
応
じ
る
こ
と
に
し
た
。

　
中
国
で
事
業
を
す
る
以
上
、
中
国
側
と
対
立
す
れ
ば

安
定
的
な
事
業
発
展
は
で
き
な
い
。
ま
た
、
合
弁
事
業

を
立
ち
上
げ
た
当
時
を
振
り
返
り
、
浦
東
新
区
の
急
激

な
環
境
変
化
を
考
え
る
と
、
欽
洋
村
の
願
い
を
理
解
す

る
こ
と
が
大
切
で
あ
る
、
と
し
た
の
で
あ
る
。
５
年

間
、
現
在
地
で
独
資
企
業
と
し
て
事
業
を
継
続
し
土

地
、
建
物
の
賃
貸
料
と
し
て
年
間
２
５
０
万
元
を
支
払

う
と
い
う
条
件
を
受
け
る
こ
と
と
し
た
。

　
欽
洋
村
と
の
合
弁
事
業
を
解
消
し
、
同
じ
場
所
で
独

資
企
業
と
し
て
事
業
を
継
続
し
た
の
だ
が
、
浦
東
新
区

の
開
発
と
と
も
に
都
市
化
が
進
み
新
た
な
問
題
が
発
生

し
た
。
工
場
の
立
地
地
点
は
「
陸
家
嘴
金
融
貿
易
区
」

と
「
金
橋
出
口
加
工
区
」
の
間
に
あ
り
、
都
市
開
発
が

急
速
に
進
め
ら
れ
て
い
る
場
所
で
あ
る
こ
と
、
従
業
員

数
が
１
、０
０
０
名
を
超
え
、
現
在
地
で
の
工
場
拡
張

が
難
し
い
状
況
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
工
場
移
転
が
必
要

と
な
っ
て
い
た
。

　
01
年
に
仁
和
後
藤
電
子
と
仁
和
後
藤
音
響
器
材
を
合

併
し
、
後
藤
電
子
（
上
海
）
有
限
公
司
と
し
て
金
橋
出

口
加
工
区
に
工
場
を
集
約
移
転
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

金
橋
出
口
加
工
区
管
理
委
員
会
の
責
任
者
が
欽
洋
村
を

吸
収
し
た
洋

鎮
の
鎮
長
で
あ
っ
た
こ
と
も
あ
り
、
こ

れ
ま
で
の
後
藤
電
子
の
対
応
を
よ
く
理
解
し
て
い
た
こ

と
か
ら
、
現
在
地
に
土
地
確
保
が
で
き
た
も
の
と
思
わ

れ
る
。
な
お
、
土
地
使
用
権
の
分
譲
価
格
は
70
〜
80
ド

ル
／
㎡
で
あ
っ
た
。
現
在
は
４
０
０
ド
ル
／
㎡
と
い
わ

れ
る
。
も
う
土
地
使
用
権
の
分
譲
は
し
な
い
と
い
う

メ
ッ
セ
ー
ジ
で
あ
ろ
う
。
当
社
は
最
後
の
分
譲
区
画
を

手
に
入
れ
た
の
で
あ
る
。

　
上
海
事
業
所
と
日
本
事
業
所
の
関
係

　
上
海
事
業
所
は
合
弁
事
業
の
解
消
、
事
業
所
の
集
約

移
転
と
い
う
難
関
を
乗
り
越
え
、
金
橋
出
口
加
工
区
で

独
資
企
業
と
し
て
再
ス
タ
ー
ト
し
６
年
目
を
迎
え
て
い

る
。
従
業
員
も
２
、０
０
０
名
近
く
ま
で
増
加
し
売
上

も
順
調
に
伸
び
て
い
る
。
Ｉ
Ｓ
Ｏ
９
０
０
０
、
９
０
０

１
、
自
動
車
部
品
関
係
の
認
証
規
格
の
Ｔ
Ｓ
Ｉ
６
９
４

９
、
米
国
の
自
動
車
部
品
の
認
証
規
格
Ｑ
Ｓ
９
０
０
０

な
ど
を
取
得
し
、
国
際
ビ
ジ
ネ
ス
に
対
応
で
き
る
生
産

拠
点
と
し
て
の
態
勢
を
整
え
て
い
る
。

　
上
海
事
業
所
の
製
造
原
価
の
う
ち
原
材
料
費
が
約
50

％
を
占
め
る
。
現
地
調
達
率
は
金
額
ベ
ー
ス
で
10
数
％

に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。
電
線
や
ス
ピ
ー
カ
ー
に
用
い
る

基
礎
素
材
の
中
国
の
品
質
規
格
が
Ｊ
Ｉ
Ｓ
の
10
分
の
１

と
低
い
た
め
、
ユ
ー
ザ
ー
の
指
定
に
よ
り
日
本
の
素
材

を
輸
入
し
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
原
材
料
コ
ス
ト
を
圧

縮
す
る
た
め
に
、
社
内
で
の
中
間
素
材
加
工
、
部
品
加

工
、
組
立
加
工
の
合
理
化
で
対
応
を
図
る
と
し
て
い

る
。
ま
た
、
人
件
費
の
上
昇
を
お
さ
え
る
た
め
に
、
外

省
人
の
採
用
を
増
や
し
て
い
く
方
針
で
あ
る
。

　
日
本
本
社
事
業
所
で
は
開
発
、
営
業
、
米
国
の
日
本

企
業
向
け
の
生
産
に
シ
フ
ト
し
て
い
く
。
91
年
の
従
業

員
数
は
１
１
０
名
（
男
子
10
名
）
で
あ
っ
た
が
、
04
年

は
80
名
（
男
子
50
名
）
と
な
っ
て
い
る
。
製
品
や
設
備

の
開
発
、
営
業
を
強
化
し
、
女
子
従
業
員
が
中
心
で

あ
っ
た
組
立
を
縮
小
し
た
た
め
で
あ
る
。
女
子
従
業
員

は
１
０
０
名
か
ら
30
名
と
な
り
、
主
に
量
産
前
の
試
作

組
立
を
担
っ
て
い
る
。

　
　
海
外
で
事
業
を
す
る
と
い
う
こ
と

　
合
弁
事
業
の
途
中
解
消
あ
る
い
は
、
合
弁
期
間
の
終

了
と
い
っ
た
ケ
ー
ス
は
、
今
後
、
中
国
各
地
で
増
加
し

て
い
く
で
あ
ろ
う
。
そ
う
し
た
と
き
、
以
上
の
よ
う
な

後
藤
電
子
の
判
断
と
対
応
は
、
一
つ
の
適
切
な
事
例
と

し
て
学
ぶ
べ
き
点
が
多
い
。

　
お
互
い
に
発
展
し
豊
か
に
な
っ
て
い
く
た
め
に
は
、

目
の
前
の
利
害
、
権
利
の
主
張
に
偏
ら
ず
長
い
目
で
見

て
妥
協
点
を
探
る
姿
勢
が
重
要
で
あ
る
。
中
国
で
事
業

を
行
う
こ
と
は
、
投
資
者
の
日
本
企
業
が
利
益
を
得
る

こ
と
と
同
時
に
、
中
国
の
地
域
発
展
に
貢
献
す
る
こ
と

で
あ
る
点
を
忘
れ
て
は
な
ら
な
い
。

　
従
業
員
、
欽
洋
村
、
上
海
市
は
、
こ
れ
ま
で
の
後
藤

電
子
の
対
応
経
過
を
し
っ
か
り
と
見
て
い
た
こ
と
で
あ

ろ
う
。
そ
し
て
、
中
国
側
の
現
在
の
事
情
を
理
解
し
て

対
応
し
た
日
本
企
業
と
し
て
評
価
を
高
め
た
で
あ
ろ

う
。
こ
の
こ
と
は
、
今
後
、
後
藤
電
子
が
中
国
で
事
業

を
発
展
さ
せ
、
日
本
本
社
事
業
所
の
役
割
を
高
め
て
い

く
う
え
で
大
き
な
財
産
で
あ
る
。
国
際
中
堅
企
業
の
後

藤
電
子
の
対
応
は
見
事
で
あ
っ
た
と
い
え
る
。

　
　
（
に
し
ざ
わ
ま
さ
き
・
ア
ジ
ア
研
究
所
助
教
授
）
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